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吉富町国民保護計画の概要 

 

  
 
「国民保護」とは、我が国に対する武力攻撃や大規模テロなどが行われた際に国民

の生命、身体及び財産を保護し、その影響が最小となるようにするための仕組みのこ

とをいいます。国民保護における国・地方公共団体の責務や役割分担など具体的な内

容を規定した法律が「国民保護法」です。 
国民保護法においては、「避難」「救援」「被害の最小化」の３つの措置が大きな柱

とされています。 
国は武力攻撃やテロなどから国民の生命・身体又は財産を保護するため緊急の必要

があるときは、警報を発令し、危険な状態になったことを知らせることとなっていま

す。 
そして、国や県、町などの関係機関が連携協力し、住民への情報提供、避難誘導、

避難所の開設、救援物資の配付、救助・医療活動などの措置に的確かつ迅速に取り組

むこととしています。 

救　援 被害の最小化

国

市町村

　　 ○収容施設の設置
　　 ○食料・飲料水の提供
　　 ○生活必需品の提供
　　 ○医療の提供　など

県

国（対策本部）

市町村
日本赤十字社

県知事
指定都市の長
（市町村長）

避　難

警報の発令 避難措置の指示

警報の通知 避難の指示

住民への伝達 避難誘導

救援の指示

連携

救援の実施

安否情報の収集と
照会に対する回答

生活関連施設（危険物
取扱施設、鉄道施設な
ど）の
  ○安全の確保
　○警備の強化
　○立ち入り制限　など

危険物、毒劇物、高圧ガ
スの取扱所での製造等
の禁止・制限など

　　 警戒区域の設定

○区域内への立入制限
○立入禁止
○退去命令

消火・救急活動

 
 

１ 国民保護とは 
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 平成１５年 ６月   「武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及

び国民の安全の確保に関する法律（事態対処法）」成立 
平成１６年 ６月   「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

る法律（国民保護法）」成立 
平成１７年 ３月   政府の「国民の保護に関する基本指針」閣議決定 
平成１８年 １月   「福岡県国民保護計画」策定 

３月   「吉富町国民保護協議会条例」等制定 
       ９月   第１回吉富町国民保護協議会（諮問） 
      １０月   第２回吉富町国民保護協議会（素案協議） 
      １１月   県との事前相談開始（１月１７日終了） 
 平成１９年 ２月   第３回吉富町国民保護協議会（答申） 
            県との正式協議開始（５日～１９日） 
           「吉富町国民保護計画」策定 
 
 

○計画策定の目的 

 町は住民の生命、身体及び財産を保護する責務を有することから、武力攻撃事態

等において、町の責務を明らかにし、国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施

するために計画を策定します。 

 

○町の責務 

 町は、武力攻撃事態等において、町の国民の保護に関する計画に基づき、住民の協

力を得つつ、他の機関と連携協力し、国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実

施します。また、町の区域で関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進します。 

 

○基本的な留意事項 

 政府の基本指針と同様、計画全体を通じて以下の点に留意します。 

 １ 基本的人権の尊重 
 ２ 国民の権利利益の迅速な救済 
３ 国民に対する情報提供 

 ４ 関係機関相互の連携協力の確保 
 ５ 国民の協力 
６ 高齢者・障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 
７ 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 
８ 国民保護措置に従事するものの安全の確保 

 
 
吉富町国民保護計画の構成を図にして、次ページに示します。 
 

２ 計画策定にあたってのこれまでの経緯 

３ 計画策定の基本的考え方 

４ 計画の構成 
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町国民保護計画が対象とする事態

資料編

第5編
緊急対処事態への対処

対応事例編

避難・救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

警報及び避難の指示等

町の地理的、社会的特徴

国民保護に関する啓発

第2編

平素からの
備えや予防

関係機関相互の連携

組織・体制の整備等

第1編

総　論

物資及び資材の備蓄、整備

町の責務・計画の位置づけ、構成等

国民保護措置に関する基本方針

関係機関の事務又は業務の大綱等

安否情報の収集・提供

武力攻撃災害への対処

被災情報の収集及び報告

初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

町対策本部の設置等

吉富町国民保護計画の構成

第4編

復旧

応急の復旧

武力攻撃災害の復旧

国民保護措置に要した費用の支弁等

保健衛生の確保その他の措置

国民生活の安定に関する措置

特殊標章等の交付及び管理

第3編

武力攻撃事態等
への対処

救援
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吉富町国民保護計画の主な特徴については、以下のとおりです。 
 

１ 法令、国・県の計画等を基本に作成 

・国民保護法その他の関係法令、政府の「基本指針」、「福岡県国民保護計画」及

び消防庁から提供された「市町村国民保護モデル計画」を基本として計画を作成 

 

２ 地域の実情に配慮 

・県域を超えた避難等における他県の関係機関との連携の確保 
  ・狭い町域、道路幅のため町内の避難は基本的に徒歩で移動 

・海と川に三方を囲まれた地形に留意し、避難実施要領を作成 
 

３ 災害対策などの既存の仕組みの有効活用 

  ・「国民保護計画」に記載がない場合「地域防災計画」に基づいた措置を実施 

  ・「国民保護対策本部」の体制と「災害対策本部」の体制との整合性を確保 

・既存の防災無線の有効活用と機能強化 

 

４ 対象となる事態とその留意点について記述 

・町計画の対象となる武力攻撃事態と緊急対処事態について、県計画にならい、

本町の地理的特徴もふまえ、特徴と留意点を記載 

 

５ 「国民保護対策準備室（仮称）」等の設置による初動体制の確保 

  ・事案発生を把握した段階で速やかに「国民保護対策準備室（仮称）」の設置 

・災害対策基本法上の災害に該当する場合には「災害対策本部」の設置 

【事態の状況に応じた組織体制と対処措置】 

体

制

事案の発生

〈被害の態様が災害対策基本法上の災害に該当〉

災害対策本部の設置が可能

事態認定
町対策本部
設置の指定

町国民保護
対策本部体制

テロなど国民保護の対象事態と考えられる場合

国民保護対策
準備室（仮称）の設置

国民保護対策準備室
（仮称）体制

対
処
措
置

消防法等に基づく措置
（例）消防警戒区域設定、救急業務

〈被害が災害対策基本法上の災害に該当〉

災害対策基本法による
各種対処措置が実施可能

（例）避難の指示、警戒区域設定、物件の除去

国民保護法等に
基づく措置

(例)退避の指示、警戒区域の設
定本部設置前は本部設置指定の

要請

国民保護措置

(例)警報伝達、避難実施要
領の作成、避難住民の誘導

など

切替

切替

 

 

５ 計画の特徴 
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町長から関係機関への避難実施要領の通知・伝達

国の対策本部長による
避難措置の指示の発令

通知

通知

総務大臣（消防庁）

知事(県対策本部）

通知

町長による
避難実施要領の作成

伝達

その他の
関係機関

報道関係者

警察署 海上保安署等

通知

提供

町の執行機関

教育委員会

通知

消防機関 通知

住 民

通知町の出先機関

６ 避難住民の誘導等に関する記述の充実 

  ・屋外、町内、町外、要援護者の避難についてそれぞれの避難の方法の基本的考

え方を掲載 

・避難実施要領の作成、避難住民の誘導の際の留意事項を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※避難の措置を実施する主な関係機関 

  町、県、消防機関、県警察、海上保安部、自衛隊、医療機関 など 

 

※避難の実施等に関連する主な町内の関係機関 

  ・自治会（自治会内の住民の避難誘導についての必要な援助等） 

・消防団（住民の避難誘導等） 

・社会福祉協議会（要援護者の支援等） 

・農業協同組合、漁業協同組合、商工会（警報の伝達等） 

・病院（医療の提供等） 

・学校（学校単位での避難の実施等）            など 

 

 

７ 要援護者への配慮 

 ・災害時要援護者支援班の設置 

 ・社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等との協力 

 ・「災害時要援護者支援プラン」の作成 

・避難実施要領作成時における災害時要援護者の避難方法についての配慮 

 

 


